
－ 都市整備部 B24 －

平成25年度予算見積調書(2月補正予算)

B24

課室名:課室名:住宅課

内線:内線:5562

事業名

事 業
期 間

根 拠
法 令

平成21年度～
平成25年度

会計 款 項 目

一般会
計

住宅費土木費 住宅建設費

説明事業

住宅ローン負担軽減事業費

戦略項目

担当名:担当名:総務・民間住宅・マンション担当

なし

010406　住まいの安心・安全の確保

予算額

決定額 △14,000△14,000

現計額 355,832355,832

△6,300△6,300

159,699159,699

△7,700△7,700

196,133196,133

341,832341,832

補正後の
予算額

財　　源　　内　　訳

国庫支出金
一般財源

番号

住宅ローン負担軽減事業費

１　事業の概要

　平成21年度に創設した｢民間金融機関との提携による

住宅ローン｣と連動する負担軽減制度により、融資残高

の1.0％相当分の補助を行う。

（１）住宅ローン負担軽減事業　　 △14,000

（２）事務費

２　事業主体及び負担区分

　(国45/100・県55/100)

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×1.0人＝9,500千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　　緊急経済対策として、県と金融機関と提携して行っている住宅融資制度を活用して、住宅ローンの負担軽減の
　　ため補助を行う。
　　　平成21年度に補助対象となった者を対象に、平成25年度まで融資残高の1.0％相当分の補助を行う。

　　ア　補助金　助成対象者1,950人に補助金を支払う　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 354,888→340,888
　　イ　事務費　助成対象者への手引き・様式の作成、送付、申請書類検収会場の借上げ　　　　1,376

（２）事業計画
　　　平成25年度に1,950人(予定)に補助を行い、事業終了となる。

（３）事業効果
　　　平成21年度に補助対象となった者を対象に、平成21年度は1,866人、平成22年度は1,950人、平成23年度は1,946人
　　平成24年度は1,933人に補助を行った。
　　　新規住宅の建設意欲を高め、県内地域産業の活性化に寄与した。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　県が金融機関と提携して行っている住宅融資制度を活用し、補助制度を組み立てている。

（５）補正予算の概要
　　　平成25年の年末融資残高が当初見込みを下回り、補助額が減少したことによる減額補正
　　ア　住宅ローン負担軽減事業　△14,000

(単位：千円)

分野施策


